
１級 ７級 １４級

逸失利益 ５２８１万１９９５円 ２９５７万４７１７円 ２６４万０５９９円

慰謝料 ２８００万円 １０００万円 １１０万円

合計 ８０８１万１９９５円 ３９５７万４７１７円 ３７４万０５９９円

最高８５７万６０００円 最高３５８万４０００円 最高３２万円

最低５６２万８０００円 最低２３５万２０００円 最低２１万円

逸失利益 ７７８３万２８１９円 ４３５８万６３７８円 ３８９万１６４０円

慰謝料 ２８００万円 １０００万円 １１０万円

合計 １億０５８３万２８１９円 ５３５８万６３７８円 ４９９万１６４０円

最高１７６８万８０００円 最高７３９万２０００円 最高６６万円

最低６５６万６０００円 最低２７４万４０００円 最低２４万５０００円

　犯給法に基づく支給金額がいかに低額であるか、若年者に過酷であるかを明らかにするた
め、後遺障害が残ったケースにつき、交通事故訴訟で通常使用されている赤い本（民事交通
事故訴訟　損害賠償額算定基準上巻　２００６年版）によって算出した損害賠償金の額との比
較表を作成した。

　なお、損害賠償額算定にあたっては、①基礎収入額は賃金センサス平成１６年第１巻第１
表の全労働者年齢別平均賃金により、②労働能力喪失率は、労働省労働基準局通牒別表
労働能力喪失率表を参考とし、③労働能力喪失期間の終期は６７歳までとし、④中間利息控
除についてはライプニッツ式によって計算した。

　なお、民事損害賠償においては、逸失利益・後遺症慰謝料の他にも支給項目がある。主な
ものは以下のとおり。

　１　治療費　　　　　　実費全額

　２　入院付添費　　　職業付添人は実費全額、近親者付添人は一日６５００円

　３　通院付添費　　　一日３３００円

　４　将来介護費　　　職業付添人は実費全額、近親者付添人は一日８０００円

　８　家屋・自動車等改造費・調度品購入費　　　必要が認められれば相当額が支払われる。

　９　休業損害

１０　傷害慰謝料

損害賠償金と犯給法に基づく給付金との比較

　５　入院雑費　　　　一日１５００円

　６　通院交通費　　　タクシー利用が相当とされる場合を除き、電車・バス料金、ガソリン代

　７　装具・器具等購入費　　必要があれば認める。

２０歳

犯給法に基
づく給付金

犯給法に基
づく給付金

損害賠償金

４５歳

損害賠償金


